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経営規模等評価申請書 

総合評定値請求書 
 
 
 
 
 
 
 
 

［注意事項］ 

 

申請書（帳票）に記載する方法の解説は〈経営規模等評価申請書、総合評定値請求書の書き方〉のページを

参照してください。 

申請書（帳票）の○数字は、〈経営規模等評価申請書、総合評定値請求書の書き方〉の○数字に対応してい

ます。 
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様様式式第第二二十十五五号号のの十十四四（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。

建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。

建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

申請者

行政庁側記入欄 土木事務所コード 整理番号

許可年月日

許可年月日

資本金額又は出資総額

1.法人

2.個人

1.一般 ）

2.特定

9999

30

経 営 規 模 等 評 価 等
対 象 建 設 業

１ ６ 99

（

3 5 10 15 20 25

111111
許 可 を 受 け て い る
建 設 業

１ ５ 22 11

消 清 解
3 5 10 20 25 30

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

11

土 建 大 左 と 石 屋 電

22 11 -- 11 11 11電 話 番 号 00 33 -- 55 3333 － 88 00 00 11郵 便 番 号 １ ４ 11 66

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

88 －－ 11
20

主たる営業所の所在地 １ ３ 西西 新新 宿宿 22 －－
3 5 10 15

3 5

主たる営業所の所在地
市 区 町 村 コ ー ド

１ ２ 11 33 11

一一 平平

00 44

3 5 10

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

１ １ 丹丹 下下

ゲゲ イイ ッッ ペペ イイ代表者又は個人の氏名
の フ リ ガ ナ

１ ０ タタ ンン
3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

設設）） ジジ ャャ パパ ンン 建建商 号 又 は 名 称 ０ ９ （（ 株株
3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

パパ ンン ケケ ンン セセ ツツ商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ８ ジジ ャャ

11

3 5 10 15 20

22 00 11 33 00 00（千円） 88 00 00 00 0011 00 , 00 00 00,

20 2510 14 15

00法 人 又 は 個 人 の 別 ０ ７ 11 （ ）

5

,

3 4

3 5

処 理 の 区 分 ０ ６ 00 00

11 日

3

申 請 等 の 区 分 ０ ５ 11

55 年 00 33 月 33審 査 基 準 日 ０ ４ 令和 00

日
知事 知事 特

3 5

年 月号第
国土交通大臣

許可 （
般

－

11 155 10

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

０ ３
大臣

コード

知事

3

11 日99 号 令和 00 22 年第 11 99 99 99 99 00 55 月 33

15

申 請 時 の
許 可 番 号

０ ２
大臣

コード 11 33
国土交通大臣

東東京京都都知事 特
許可 （

般
－ 00 22

3 5 10 11

－月 日日 令和 年年 月

15 20

申 請 年 月 日 ０ １ 令和

項 番 請求年月日
3 5 9 10

北海道開発局長
　　　　代代表表取取締締役役　　丹丹下下一一平平

東京都知事 殿

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ １

経経 営営 規規 模模 等等 評評 価価 申申 請請 書書
経経営営規規模模等等評評価価再再審審査査申申立立書書
総総 合合 評評 定定 値値 請請 求求 書書

 令和　　　年　　　月　　　日　　　　　　　　

東東京京都都新新宿宿区区西西新新宿宿２２－－８８－－１１

　　株株式式会会社社　　ジジャャパパンン建建設設
地方整備局長

前回の経営事項審査と許可番号が異なる場合に
記入。同じ場合は空欄

①

②

③

④

⑥

⑤

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪
⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑲

⑳ ㉑

㉒

㉓

⑱

⑫

押印が不要になりました。
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経営規模等評価申請書 

総合評定値請求書 
 
 
 
 
 
 
 
 

［注意事項］ 

 

申請書（帳票）に記載する方法の解説は〈経営規模等評価申請書、総合評定値請求書の書き方〉のページを

参照してください。 

申請書（帳票）の○数字は、〈経営規模等評価申請書、総合評定値請求書の書き方〉の○数字に対応してい

ます。 
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審査対象

1.基準決算

2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。

技術職員名簿については別紙二による。

その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記載すること。

連絡先

所属等

ファックス番号

審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　番　　号 審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　の　　年　　月　　日

登 録 経 営 状 況
分 析 機 関 番 号

２ ０ 00 00

0033--55332211--11335566

第　　　　　　　　号 　　　年　　　月　　　日

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　事　　項 再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　理　　由

総総　　　　務務　　　　課課 丹丹下下　　貞貞雄雄 0033--55332211--11111111氏名 電話番号

3 5

3 5

00 00 00 11 　　一一般般財財団団法法人人　　建建設設業業情情報報管管理理セセンンタターー

技 術 職 員 数 １ ９

’’ ’’

, 11 11 （人）

’’ ’’ ’’ ’’

99 00 88 22 (千円)
減 価 償 却
実 施 額

22 66 00 66 66 (千円)
減 価 償 却
実 施 額

’’ ’’ ’’ ’’ ’’ ’’

11 22 00 77 88 (千円)

利益額（利払前税引前償却前利益）

= 営業利益+減価償却実施額

審 査 対 象 事 業 年 度 審査対象事業年度の前審査対象事業年度

営 業 利 益 -- 営 業 利 益33 77 00 22 33 (千円)

利 益 額
（ ２ 期 平 均 ）

１ ８ ,

’’ ’’ ’’

3 5 10

55 , 11 00 11 （千円）,

88 00 66 22 66 (千円)

直 前 の

11 00
審査基準日

00 3399 22 (千円)

’’ ’’ ’’

77 77 00

項 番
3 5

（千円） 22 ( ) 基 準 決 算自 己 資 本 額 １ ７ , , 22 55 , 33 22 99

10 13

利益額の２期平均（下の表の四つの数字を合計して２で
割った額）を記入(千円未満切捨て）

「技術職員名簿」に記載され
た技術職員の合計数

マイナスの場合は、「△」ではなく、
「－」を記入

経営状況分析結果通知書に、参考値として記載されている営業利
益、減価償却実施額を記入。
ただし、決算期変更（計算方法は１９ページを参照）、連結決算、
合併・会社分割等を行った場合を除く。

㉔

㉕

㉘

㉙

㉗

２期平均を選択した場合の
み記入

㉖

記載要領 

１ 「経営規模等評価申請書   

      経営規模等評価再審査申立書  

   総合評定値請求書」、 

  「建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。  

      建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。    

   建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。 」、 

    「 地方整備局長     「国土交通大臣      「般                        

      北海道開発局長  、      知事」  及び    特」  については、不要のものを消すこと。 

        知事」                

２ 「申請者」の欄は、この申請書により経営規模等評価の申請、経営規模等評価の再審査の申立又は総合評定値の請求をしようと

する建設業者（以下「申請者」という。）の他に申請書又は第19条の４第１項各号に掲げる添付書類を作成した者（財務書類を調

製した者等を含む。以下同じ。）がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も併記すること。この場合には、作成に係る委任

状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。 

３ 太線の枠内には記入しないこと。 

４          で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ずつ丁寧に、かつ、カラムから

はみ出さないように記入すること。数字を記入する場合は、例えば    １ ２のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、

例えば甲 建 設 工 業    のように左詰めで記入すること。                   

５  ０ ２「申請時の許可番号」の欄の 「大臣 知事」コードのカラムには、申請時に許可を受けている行政庁について別表（１）

の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

 「許可番号」及び「許可年月日」は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日のように、カラムに数字を記入するに当

たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

 なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可を受けた年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて記

入すること。 

６ ０ ３「前回の申請時の許可番号」の欄は、前回の申請時の許可番号と申請時の許可番号が異なつている場合についてのみ記入す

ること。 

７ ０ ４「審査基準日」の欄は、審査の申請をしようとする日の直前の事業年度の終了の日（別表（２）の分類のいずれかに該当す

る場合で直前の事業年度の終了の日以外の日を審査基準日として定めるときは、その日）を記入し、例えば審査基準日が令和２年

３月31日であれば、０ ２年０ ３月３ １日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

 ８ ０ ５「申請等の区分」の欄は、次の表の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

コード 申 請 等 の 種 類 

  １ 経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求 

  ２ 経営規模等評価の申請 

  ３ 総合評定値の請求 

 ４ 経営規模等評価の再審査の申立及び総合評定値の請求 

  ５ 経営規模等評価の再審査の申立  

 ９ ０ ６「処理の区分」の欄の左欄は、次の表の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

コード 処  理  の  種  類 

  00 

 

12か月ごとに決算を完結した場合 

（例）令和２年４月１日から令和３年３月31日までの事業年度について申請する場合 

  01 

 

６か月ごとに決算を完結した場合 

（例）令和２年10月１日から令和３年３月31日までの事業年度について申請する場合 

  02 

 

 

 

 

 

商業登記法（昭和38年法律第125号）の規定に基づく組織変更の登記後最初の事業年度その他12か月に満たない期間で終了した

事業年度について申請する場合 

（例１）合名会社から株式会社への組織変更に伴い令和２年10月１日に当該組織変更の登記を行つた場合で令和３年３月31日

に終了した事業年度について申請するとき 

（例２）申請に係る事業年度の直前の事業年度が令和２年３月31日に終了した場合で事業年度の変更により令和２年12月31日

に終了した事業年度について申請するとき 

  03 

 

事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度について申請する場合 

（例）令和２年10月１日に会社を新たに設立した場合で令和３年３月31日に終了した最初の事業年度について申請するとき 

  04   

 

 

事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合 

（例）令和２年10月１日に会社を新たに設立した場合で最初の事業年度の終了の日（令和３年３月31日）より前の日（令和２

年11月１日）に申請するとき 

  また、「処理の区分」の右欄は、別表（２）の分類のいずれかに該当する場合は、同表の分類に従い、該当するコードを記入す

ること。 

２Ｃ
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審査対象

1.基準決算

2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。

技術職員名簿については別紙二による。

その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記載すること。

連絡先

所属等

ファックス番号

審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　番　　号 審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　の　　年　　月　　日

登 録 経 営 状 況
分 析 機 関 番 号

２ ０ 00 00

0033--55332211--11335566

第　　　　　　　　号 　　　年　　　月　　　日

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　事　　項 再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　理　　由

総総　　　　務務　　　　課課 丹丹下下　　貞貞雄雄 0033--55332211--11111111氏名 電話番号

3 5

3 5

00 00 00 11 　　一一般般財財団団法法人人　　建建設設業業情情報報管管理理セセンンタターー

技 術 職 員 数 １ ９

’’ ’’

, 11 11 （人）

’’ ’’ ’’ ’’

99 00 88 22 (千円)
減 価 償 却
実 施 額

22 66 00 66 66 (千円)
減 価 償 却
実 施 額

’’ ’’ ’’ ’’ ’’ ’’

11 22 00 77 88 (千円)

利益額（利払前税引前償却前利益）

= 営業利益+減価償却実施額

審 査 対 象 事 業 年 度 審査対象事業年度の前審査対象事業年度

営 業 利 益 -- 営 業 利 益33 77 00 22 33 (千円)

利 益 額
（ ２ 期 平 均 ）

１ ８ ,

’’ ’’ ’’

3 5 10

55 , 11 00 11 （千円）,

88 00 66 22 66 (千円)

直 前 の

11 00
審査基準日

00 3399 22 (千円)

’’ ’’ ’’

77 77 00

項 番
3 5

（千円） 22 ( ) 基 準 決 算自 己 資 本 額 １ ７ , , 22 55 , 33 22 99

10 13

利益額の２期平均（下の表の四つの数字を合計して２で
割った額）を記入(千円未満切捨て）

「技術職員名簿」に記載され
た技術職員の合計数

マイナスの場合は、「△」ではなく、
「－」を記入

経営状況分析結果通知書に、参考値として記載されている営業利
益、減価償却実施額を記入。
ただし、決算期変更（計算方法は１９ページを参照）、連結決算、
合併・会社分割等を行った場合を除く。

㉔

㉕

㉘

㉙

㉗

２期平均を選択した場合の
み記入

㉖

記載要領 

１ 「経営規模等評価申請書   

      経営規模等評価再審査申立書  

   総合評定値請求書」、 

  「建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。  

      建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。    

   建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。 」、 

    「 地方整備局長     「国土交通大臣      「般                        

      北海道開発局長  、      知事」  及び    特」  については、不要のものを消すこと。 

        知事」                

２ 「申請者」の欄は、この申請書により経営規模等評価の申請、経営規模等評価の再審査の申立又は総合評定値の請求をしようと

する建設業者（以下「申請者」という。）の他に申請書又は第19条の４第１項各号に掲げる添付書類を作成した者（財務書類を調

製した者等を含む。以下同じ。）がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も併記すること。この場合には、作成に係る委任

状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。 

３ 太線の枠内には記入しないこと。 

４          で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ずつ丁寧に、かつ、カラムから

はみ出さないように記入すること。数字を記入する場合は、例えば    １ ２のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、

例えば甲 建 設 工 業    のように左詰めで記入すること。                   

５  ０ ２「申請時の許可番号」の欄の 「大臣 知事」コードのカラムには、申請時に許可を受けている行政庁について別表（１）

の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

 「許可番号」及び「許可年月日」は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日のように、カラムに数字を記入するに当

たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

 なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可を受けた年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて記

入すること。 

６ ０ ３「前回の申請時の許可番号」の欄は、前回の申請時の許可番号と申請時の許可番号が異なつている場合についてのみ記入す

ること。 

７ ０ ４「審査基準日」の欄は、審査の申請をしようとする日の直前の事業年度の終了の日（別表（２）の分類のいずれかに該当す

る場合で直前の事業年度の終了の日以外の日を審査基準日として定めるときは、その日）を記入し、例えば審査基準日が令和２年

３月31日であれば、０ ２年０ ３月３ １日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

 ８ ０ ５「申請等の区分」の欄は、次の表の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

コード 申 請 等 の 種 類 

  １ 経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求 

  ２ 経営規模等評価の申請 

  ３ 総合評定値の請求 

 ４ 経営規模等評価の再審査の申立及び総合評定値の請求 

  ５ 経営規模等評価の再審査の申立  

 ９ ０ ６「処理の区分」の欄の左欄は、次の表の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

コード 処  理  の  種  類 

  00 

 

12か月ごとに決算を完結した場合 

（例）令和２年４月１日から令和３年３月31日までの事業年度について申請する場合 

  01 

 

６か月ごとに決算を完結した場合 

（例）令和２年10月１日から令和３年３月31日までの事業年度について申請する場合 

  02 

 

 

 

 

 

商業登記法（昭和38年法律第125号）の規定に基づく組織変更の登記後最初の事業年度その他12か月に満たない期間で終了した

事業年度について申請する場合 

（例１）合名会社から株式会社への組織変更に伴い令和２年10月１日に当該組織変更の登記を行つた場合で令和３年３月31日

に終了した事業年度について申請するとき 

（例２）申請に係る事業年度の直前の事業年度が令和２年３月31日に終了した場合で事業年度の変更により令和２年12月31日

に終了した事業年度について申請するとき 

  03 

 

事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度について申請する場合 

（例）令和２年10月１日に会社を新たに設立した場合で令和３年３月31日に終了した最初の事業年度について申請するとき 

  04   

 

 

事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合 

（例）令和２年10月１日に会社を新たに設立した場合で最初の事業年度の終了の日（令和３年３月31日）より前の日（令和２

年11月１日）に申請するとき 

  また、「処理の区分」の右欄は、別表（２）の分類のいずれかに該当する場合は、同表の分類に従い、該当するコードを記入す

ること。 
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益の額及び減価償却実施額をそれぞれ記入すること。 

記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。 

ただし、会社法第２条第６号に規定する大会社にあつては、百万円未満の端数を切り捨てて表示することができる。ただし、「利

益額（２期平均）」を計算する際に生じる百万円未満の端数については切り捨てずにそのまま記入すること。 

22 １ ９ 「技術職員数」の欄は、別紙二で記入した技術職員の人数の合計を記入すること。 

23  ２ ０「登録経営状況分析機関番号」の欄は、経営状況分析を受けた登録経営状況分析機関の登録番号を記入し、例えば０ ０ 

０ ０ ０ １のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

24 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号

等を記載すること。   

 

別表（１） 

00 国土交通大臣 12 千葉県知事 24 三重県知事 36 徳島県知事 

01 北海道知事 13 東京都知事 25 滋賀県知事 37 香川県知事 

02 青森県知事 14 神奈川県知事 26 京都府知事 38 愛媛県知事 

03 岩手県知事 15 新潟県知事 27 大阪府知事 39 高知県知事 

04 宮城県知事 16 富山県知事 28 兵庫県知事 40 福岡県知事 

05 秋田県知事 17 石川県知事 29 奈良県知事 41 佐賀県知事 

06 山形県知事 18 福井県知事 30 和歌山県知事 42 長崎県知事 

07 福島県知事 19 山梨県知事 31 鳥取県知事 43 熊本県知事 

08 茨城県知事 20 長野県知事 32 島根県知事 44 大分県知事 

09 栃木県知事 21 岐阜県知事 33 岡山県知事 45 宮崎県知事 

10 群馬県知事 22 静岡県知事 34 広島県知事 46 鹿児島県知事 

11 埼玉県知事 23 愛知県知事 35 山口県知事 47 沖縄県知事 

 

別表（２） 

コード 処  理  の  種  類 

10 申請者について会社の合併が行われた場合で合併後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請するとき 

11 申請者について会社の合併が行われた場合で合併期日又は合併登記の日を審査基準日として申請するとき 

12 申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲渡後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請するとき 

13 

 

申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲受人である法人の設立登記日又は事業の譲渡により新たな経営実態

が備わつたと認められる日を審査基準日として申請するとき 

14 

 

 

 

 

申請者について会社更生手続開始の申立て、民事再生手続開始の申立て又は特定調停手続開始の申立てが行われた場合で会社更

生手続開始決定日、会社更生計画認可日、会社更生手続開始決定日から会社更生計画認可日までの間に決算日が到来した場合の

当該決算日、民事再生手続開始決定日、民事再生手続開始決定日から民事再生計画認可日までの間に決算日が到来した場合の当

該決算日又は特定調停手続開始申立日から調停条項受諾日までの間に決算日が到来した場合の当該決算日を審査基準日として申

請するとき 

15 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、外国建設業者の属する企業集団に属するものとして認定を受けて申請する場合 

16 

 

申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、その属する企業集団を構成する建設業者の相互の機能分担が相当程度なされて

いるものとして認定を受けて申請する場合 

17 

 

申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、建設業者である子会社の発行済株式の全てを保有する親会社と当該子会社から

なる企業集団に属するものとして認定を受けて申請する場合 

18 申請者について会社分割が行われた場合で分割後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請するとき 

19 申請者について会社分割が行われた場合で分割期日又は分割登記の日を審査基準日として申請するとき 

20 申請者について事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合 

21 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、一定の企業集団に属する建設業者（連結子会社）として認定を受けて申請する

場合 

22 申請者が国土交通大臣の定めるところにより、その外国にある子会社について認定を受けて申請する場合 

 

10 ０ ７「資本金額又は出資総額」の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあつては資本金額を、それ以外の法人

にあつては出資総額を記入し、申請者が個人の場合には記入しないこと。 

「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律（平成25年法律第27号）第２条第15条に規定する法人番号をいう。）の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記

入すること。 

11 ０ ８「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、 

例えばギ又は パのように１文字として扱うこと。なお、株式会社等法人の種類を表す文字についてはフリガナは記入しないこと。 

  12  ０ ９「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いて、記入すること。 

 

  （例 （ 株 ） 甲 建 設   

        乙 建 設 （ 有 ）   ） 

 

 

 

 

 

 

 

  種  類  略  号 

 株式会社   （株） 

特例有限会社   （有） 

  合名会社   （名） 

  合資会社    （資） 

  合同会社   （合） 

  協同組合    （同） 

  協業組合   （業） 

  企業組合   （企） 

13 １ ０「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を

表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

14  １ １「代表者又は個人の氏名」の欄は、申請者が法人の場合はその代表者の氏名を、個人の場合はその者の氏名を、それぞれ姓

と名の間に１カラム空けて記入すること。 

15 １ ２ 「主たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省編「全国地方公共団体

コード」）により、主たる営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

16 １ ３ 「主たる営業所の所在地」の欄には、15により記入した市区町村コードによつて表される市区町村に続く町名、街区符号

及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については－（ハイフン）を用いて、例えば霞 が 関 ２ － １ － １ ３  の

ように記入すること。 

17 １ ４「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）で区切り、例えば０ ３ － ５ ２ ５ ３ － 

８ １ １ １  のように記入すること。 

  18 １ ５「許可を受けている建設業」の欄は、申請時に許可を受けている建設業が一般建設業の場合は「１」を、 

    特定建設業の場合は「２」を次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業（土） 

建築工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロック工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清） 

解体工事業（解） 

 

19 １ ６「経営規模等評価等対象建設業」の欄は、経営規模等評価等を申請する建設業（総合評定値の請求のみを行う場合にあつて

は、経営規模等評価の結果の通知を受けた建設業）について18の表の( )内に示された略号のカラムに「９」と記入すること。 

20 １ ７「自己資本額」の欄は、審査基準日の決算（以下「基準決算」という。）における自己資本の額又は基準決算及び前回の申

請時における審査基準日（以下「直前の審査基準日」という。）の決算における自己資本の額の平均の額（以下「平均自己資本額」

という。）を記入し、「審査対象」のカラムに「１」又は「２」を記入すること。また、平均自己資本額を記入した場合は、表内

のカラムに基準決算における自己資本の額及び直前の審査基準日の決算における自己資本の額をそれぞれ記入すること。 

  記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。 

   ただし、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあつては、百万円未満の端数を切り捨てて表示するこ

とができる。ただし、「自己資本額」の欄に平均自己資本額を記入するときは、平均自己資本額を計算する際に生じる百万円未満

の端数については切り捨てずにそのまま記入すること。カラムに数字を記入するに当たつては、単位は千円とし、例えば  ,   

 １,２ ３ ４,０ ０ ０ のように百万円未満の単位に該当するカラムに「０」を記入すること。 

21 １ ８ 「利益額（２期平均）」の欄は、審査対象事業年度における利益額及び審査対象事業年度の前審査対象事業年度の利益額

の平均の額を記入すること。また、表内のカラムに審査対象事業年度及び審査対象事業年度の前審査対象事業年度における営業利
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益の額及び減価償却実施額をそれぞれ記入すること。 

記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。 

ただし、会社法第２条第６号に規定する大会社にあつては、百万円未満の端数を切り捨てて表示することができる。ただし、「利

益額（２期平均）」を計算する際に生じる百万円未満の端数については切り捨てずにそのまま記入すること。 

22 １ ９ 「技術職員数」の欄は、別紙二で記入した技術職員の人数の合計を記入すること。 

23  ２ ０「登録経営状況分析機関番号」の欄は、経営状況分析を受けた登録経営状況分析機関の登録番号を記入し、例えば０ ０ 

０ ０ ０ １のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

24 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号

等を記載すること。   

 

別表（１） 

00 国土交通大臣 12 千葉県知事 24 三重県知事 36 徳島県知事 

01 北海道知事 13 東京都知事 25 滋賀県知事 37 香川県知事 

02 青森県知事 14 神奈川県知事 26 京都府知事 38 愛媛県知事 

03 岩手県知事 15 新潟県知事 27 大阪府知事 39 高知県知事 

04 宮城県知事 16 富山県知事 28 兵庫県知事 40 福岡県知事 

05 秋田県知事 17 石川県知事 29 奈良県知事 41 佐賀県知事 

06 山形県知事 18 福井県知事 30 和歌山県知事 42 長崎県知事 

07 福島県知事 19 山梨県知事 31 鳥取県知事 43 熊本県知事 

08 茨城県知事 20 長野県知事 32 島根県知事 44 大分県知事 

09 栃木県知事 21 岐阜県知事 33 岡山県知事 45 宮崎県知事 

10 群馬県知事 22 静岡県知事 34 広島県知事 46 鹿児島県知事 

11 埼玉県知事 23 愛知県知事 35 山口県知事 47 沖縄県知事 

 

別表（２） 

コード 処  理  の  種  類 

10 申請者について会社の合併が行われた場合で合併後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請するとき 

11 申請者について会社の合併が行われた場合で合併期日又は合併登記の日を審査基準日として申請するとき 

12 申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲渡後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請するとき 

13 

 

申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲受人である法人の設立登記日又は事業の譲渡により新たな経営実態

が備わつたと認められる日を審査基準日として申請するとき 

14 

 

 

 

 

申請者について会社更生手続開始の申立て、民事再生手続開始の申立て又は特定調停手続開始の申立てが行われた場合で会社更

生手続開始決定日、会社更生計画認可日、会社更生手続開始決定日から会社更生計画認可日までの間に決算日が到来した場合の

当該決算日、民事再生手続開始決定日、民事再生手続開始決定日から民事再生計画認可日までの間に決算日が到来した場合の当

該決算日又は特定調停手続開始申立日から調停条項受諾日までの間に決算日が到来した場合の当該決算日を審査基準日として申

請するとき 

15 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、外国建設業者の属する企業集団に属するものとして認定を受けて申請する場合 

16 

 

申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、その属する企業集団を構成する建設業者の相互の機能分担が相当程度なされて

いるものとして認定を受けて申請する場合 

17 

 

申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、建設業者である子会社の発行済株式の全てを保有する親会社と当該子会社から

なる企業集団に属するものとして認定を受けて申請する場合 

18 申請者について会社分割が行われた場合で分割後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請するとき 

19 申請者について会社分割が行われた場合で分割期日又は分割登記の日を審査基準日として申請するとき 

20 申請者について事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合 

21 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、一定の企業集団に属する建設業者（連結子会社）として認定を受けて申請する

場合 

22 申請者が国土交通大臣の定めるところにより、その外国にある子会社について認定を受けて申請する場合 
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法人番号の記載がない場合は、法人番号指定通知書の写し又は国税庁法人番号公表サイト

(https://www.houjin-bangou.nta.go.jp)で検索された画面コピー 

⑭ ㈱、㈲など法人の種類を表す文字を除いた会社名をカタカナで記入してください。濁音、半濁音は一つ

のカラムに記入してください。屋号登記をしていない個人事業主は、姓と名を１カラム空けてください。

中点「・」は記入しないでください。 

⑮ 申請時現在の状況を記入してください。屋号登記をしていない個人事業主は、姓と名を１カラム空けて

ください。 

⑯ カタカナで記入してください。濁音、半濁音は１つのカラムに記入してください。姓と名の間は１カラ

ム空けてください。 

⑰ 申請時現在の状況を記入してください。姓と名の間は１カラム空けてください。 

⑱ Ｐ．８２の東京都区市町村コードを参照して記入してください。 

⑲ 申請日現在の状況を記入してください。都道府県名、区市町村名は省略してください。 

⑳ 申請日現在の状況を記入してください。郵便番号を記入してください。 

㉑ 申請日現在の状況を記入してください。局番と番号の間は「－」でつないでください（左詰めで記入

してください。）。 

⑲～㉑「登記上の住所と実際に営業所のある所在地が異なる」場合は、実際に営業所のある所在地の住

所、郵便番号、電話番号を記入してください。 

㉒ 申請時に有効な建設業許可が「一般建設業」の場合は「１」を、「特定建設業」の場合は「２」を記入

してください。 

＊申請時に廃業している業種は空欄となります（廃業届の副本を提示してください。）。 

⑨～⑩、⑫～㉒の裏付資料 建建設設業業許許可可申申請請書書（（副副本本））及び建設業許可取得後、名称、住所等の建設業 

許可に関する変更があった場合は、その変変更更届届（（副副本本））の全て 

㉓ 評価対象とする業種に「９」を記入してください。審査手数料、工事種類別完成工事高の業種の数と一

致します。 

㉔ 審査対象「１．基準決算」、「２．２期平均」は、申請者が選択できます。 

審査対象「１」を選択した場合は、左側のカラムに右詰めで千円未満を切り捨てて記入してください。審

査対象「２」を選択した場合は、右側のカラムに右詰めで千円未満を切り捨てて、今期の自己資本額を上段

に、前期の自己資本額を下段に記入してください。左側のカラムには右側の上段、下段のカラムの平均を右

詰めで千円未満を切り捨てて記入してください。金額がマイナスのとき数字の先頭に付ける記号は、「△」

ではなく、「－」としてください。 

㉔の裏付資料 経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書、決決算算報報告告（（変変更更届届出出書書））及び前前回回のの経経営営事事項項審審査査申申請請書書（（副副本本））。

建設業許可新規申請後の初めての経営事項審査で、２期平均を選択する場合は、前期分の自己資本額を確認

するため、経営状況分析機関に提出した、前前期期分分のの財財務務諸諸表表も提示してください。 

㉕ 営業利益と減価償却実施額の合計額の２期平均を記入してください（千円未満は切捨て）。 

㉕の裏付資料 

ア 営業利益：経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書記載の参考値により確認します。参考値が記載されていない場合

（連結決算の場合など）は、財財務務諸諸表表のの様様式式第第１１６６号号のの損損益益計計算算書書で確認します。 

イ 減価償却実施額：経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書記載の参考値により確認します。参考値が記載されていな

い場合（連結決算の場合など）は、法法人人税税確確定定申申告告書書一一式式（写しで結構です）で確認します。 
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 ＊ ○の中の数字は、本様式の○の中の数字と対応します。以下、他の様式も同様です。 

 例：本様式中の①は、書き方の①に対応します。 

 

〈経営規模等評価申請書、総合評定値請求書の書き方〉 

① 「経営規模等評価申請書」と「総合評定値請求書」が必要なときは、「経営規模等評価再審査申立書」を

二重線で消してください。その他は記載要領を参照してください。 

「申請書類」及び「経営状況分析結果通知書」がない場合はその場で審査を中止し、再度審査の予約

をしていただくことになりますのでご注意願います。 

② 東京都知事と記載し、地方整備局長と北海道開発局長を二重線で消してください。 

③ 本店所在地、会社名、代表者名（事業主名）を記入してください。 

代理人による申請の場合は、会社名の下に代理人の住所、氏名、電話番号を記入し、職印を押印の上、

申請書の最後に委任状を添付してください。 

④ 申請時に有効な許可番号を記入してください。東京都知事コードは「１３」です。 

⑤ 申請時に有効な許可年月日を記入してください。二つ以上ある場合は、申請時に有効な許可のうち一番

古い許可年月日を記入してください。 

⑥ 廃業や国土交通大臣・他都道府県知事から許可換えをした場合等で、今回の申請時に有効な許可番号が

前回の経営事項審査申請時のものと異なるときは、前回の許可番号等を記入してください。許可番号が同

じとき（更新により、許可年月日が変わるとき等）は空欄です。 

⑦ 許可番号の変更がない場合は、空欄です。 

④～⑦の裏付資料 建建設設業業許許可可申申請請書書（（副副本本））、建建設設業業許許可可通通知知書書（（建建設設業業許許可可証証明明書書））及び、建設

業許可取得後、名称、住所等の建設業許可に関する変更があった場合は、その変変更更届届（（副副本本））の全てが必

要です。 

⑧ 申請時の直前の決算日を記入してください。 

⑧の裏付資料 決決算算報報告告（（変変更更届届出出書書）） 

⑨ 「経営規模等評価申請書」と「総合評定値請求書」が必要な場合は、「１」を記入してください。 

その他の場合は、記載要領を参照してください。 

⑩ 処理の区分の欄で、左側二つのカラムは、決算時期により記載要領９のコードを記入してください。 

１２か月ごとに決算を完結する通常の場合は、「００」を記入してください。 

右側二つのカラムは、合併、譲渡、外国企業等のとき記入してください。記載要領別表（２）のコード

を参照し記入してください。・・・通常の場合は、空欄です。 

⑪ 申請時現在に建設業許可を法人で受けているときは「１」、個人は「２」を記入してください。 

⑫ 申請者が株式会社にあっては資本金額を、それ以外の法人にあっては出資総額を記入してください。申

請者が個人の場合には、記入しないでください。また、審査基準日ではなく、申請日現在の金額を記入し

てください。 

⑫の裏付資料 建建設設業業許許可可申申請請書書（（副副本本）） 

      （許可取得後、資本金額又は出資金額に変更があった場合）変更届出書（副本） 

 

⑬ 申請者が法人の場合に当該法人番号を記入してください。 

  ⑬の裏付資料 決決算算報報告告（（変変更更届届出出書書））又は前前回回のの経経営営事事項項審審査査申申請請書書（（副副本本）） 
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法人番号の記載がない場合は、法人番号指定通知書の写し又は国税庁法人番号公表サイト

(https://www.houjin-bangou.nta.go.jp)で検索された画面コピー 

⑭ ㈱、㈲など法人の種類を表す文字を除いた会社名をカタカナで記入してください。濁音、半濁音は一つ

のカラムに記入してください。屋号登記をしていない個人事業主は、姓と名を１カラム空けてください。

中点「・」は記入しないでください。 

⑮ 申請時現在の状況を記入してください。屋号登記をしていない個人事業主は、姓と名を１カラム空けて

ください。 

⑯ カタカナで記入してください。濁音、半濁音は１つのカラムに記入してください。姓と名の間は１カラ

ム空けてください。 

⑰ 申請時現在の状況を記入してください。姓と名の間は１カラム空けてください。 

⑱ Ｐ．８２の東京都区市町村コードを参照して記入してください。 

⑲ 申請日現在の状況を記入してください。都道府県名、区市町村名は省略してください。 

⑳ 申請日現在の状況を記入してください。郵便番号を記入してください。 

㉑ 申請日現在の状況を記入してください。局番と番号の間は「－」でつないでください（左詰めで記入

してください。）。 

⑲～㉑「登記上の住所と実際に営業所のある所在地が異なる」場合は、実際に営業所のある所在地の住

所、郵便番号、電話番号を記入してください。 

㉒ 申請時に有効な建設業許可が「一般建設業」の場合は「１」を、「特定建設業」の場合は「２」を記入

してください。 

＊申請時に廃業している業種は空欄となります（廃業届の副本を提示してください。）。 

⑨～⑩、⑫～㉒の裏付資料 建建設設業業許許可可申申請請書書（（副副本本））及び建設業許可取得後、名称、住所等の建設業 

許可に関する変更があった場合は、その変変更更届届（（副副本本））の全て 

㉓ 評価対象とする業種に「９」を記入してください。審査手数料、工事種類別完成工事高の業種の数と一

致します。 

㉔ 審査対象「１．基準決算」、「２．２期平均」は、申請者が選択できます。 

審査対象「１」を選択した場合は、左側のカラムに右詰めで千円未満を切り捨てて記入してください。審

査対象「２」を選択した場合は、右側のカラムに右詰めで千円未満を切り捨てて、今期の自己資本額を上段

に、前期の自己資本額を下段に記入してください。左側のカラムには右側の上段、下段のカラムの平均を右

詰めで千円未満を切り捨てて記入してください。金額がマイナスのとき数字の先頭に付ける記号は、「△」

ではなく、「－」としてください。 

㉔の裏付資料 経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書、決決算算報報告告（（変変更更届届出出書書））及び前前回回のの経経営営事事項項審審査査申申請請書書（（副副本本））。

建設業許可新規申請後の初めての経営事項審査で、２期平均を選択する場合は、前期分の自己資本額を確認

するため、経営状況分析機関に提出した、前前期期分分のの財財務務諸諸表表も提示してください。 

㉕ 営業利益と減価償却実施額の合計額の２期平均を記入してください（千円未満は切捨て）。 

㉕の裏付資料 

ア 営業利益：経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書記載の参考値により確認します。参考値が記載されていない場合

（連結決算の場合など）は、財財務務諸諸表表のの様様式式第第１１６６号号のの損損益益計計算算書書で確認します。 

イ 減価償却実施額：経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書記載の参考値により確認します。参考値が記載されていな

い場合（連結決算の場合など）は、法法人人税税確確定定申申告告書書一一式式（写しで結構です）で確認します。 
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 ＊ ○の中の数字は、本様式の○の中の数字と対応します。以下、他の様式も同様です。 

 例：本様式中の①は、書き方の①に対応します。 

 

〈経営規模等評価申請書、総合評定値請求書の書き方〉 

① 「経営規模等評価申請書」と「総合評定値請求書」が必要なときは、「経営規模等評価再審査申立書」を

二重線で消してください。その他は記載要領を参照してください。 

「申請書類」及び「経営状況分析結果通知書」がない場合はその場で審査を中止し、再度審査の予約

をしていただくことになりますのでご注意願います。 

② 東京都知事と記載し、地方整備局長と北海道開発局長を二重線で消してください。 

③ 本店所在地、会社名、代表者名（事業主名）を記入してください。 

代理人による申請の場合は、会社名の下に代理人の住所、氏名、電話番号を記入し、職印を押印の上、

申請書の最後に委任状を添付してください。 

④ 申請時に有効な許可番号を記入してください。東京都知事コードは「１３」です。 

⑤ 申請時に有効な許可年月日を記入してください。二つ以上ある場合は、申請時に有効な許可のうち一番

古い許可年月日を記入してください。 

⑥ 廃業や国土交通大臣・他都道府県知事から許可換えをした場合等で、今回の申請時に有効な許可番号が

前回の経営事項審査申請時のものと異なるときは、前回の許可番号等を記入してください。許可番号が同

じとき（更新により、許可年月日が変わるとき等）は空欄です。 

⑦ 許可番号の変更がない場合は、空欄です。 

④～⑦の裏付資料 建建設設業業許許可可申申請請書書（（副副本本））、建建設設業業許許可可通通知知書書（（建建設設業業許許可可証証明明書書））及び、建設

業許可取得後、名称、住所等の建設業許可に関する変更があった場合は、その変変更更届届（（副副本本））の全てが必

要です。 

⑧ 申請時の直前の決算日を記入してください。 

⑧の裏付資料 決決算算報報告告（（変変更更届届出出書書）） 

⑨ 「経営規模等評価申請書」と「総合評定値請求書」が必要な場合は、「１」を記入してください。 

その他の場合は、記載要領を参照してください。 

⑩ 処理の区分の欄で、左側二つのカラムは、決算時期により記載要領９のコードを記入してください。 

１２か月ごとに決算を完結する通常の場合は、「００」を記入してください。 

右側二つのカラムは、合併、譲渡、外国企業等のとき記入してください。記載要領別表（２）のコード

を参照し記入してください。・・・通常の場合は、空欄です。 

⑪ 申請時現在に建設業許可を法人で受けているときは「１」、個人は「２」を記入してください。 

⑫ 申請者が株式会社にあっては資本金額を、それ以外の法人にあっては出資総額を記入してください。申

請者が個人の場合には、記入しないでください。また、審査基準日ではなく、申請日現在の金額を記入し

てください。 

⑫の裏付資料 建建設設業業許許可可申申請請書書（（副副本本）） 

      （許可取得後、資本金額又は出資金額に変更があった場合）変更届出書（副本） 

 

⑬ 申請者が法人の場合に当該法人番号を記入してください。 

  ⑬の裏付資料 決決算算報報告告（（変変更更届届出出書書））又は前前回回のの経経営営事事項項審審査査申申請請書書（（副副本本）） 
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工 事 種 類 別 完 成 工 事 高 

工事種類別元請完成工事高 
 
 
 
 
 
 
 
 

［注意事項］ 

 

申請書（帳票）に記載する方法の解説は〈工事種類別完成工事高・工事種類別元請完成工事高の書き方〉を

参照してください。 

申請書（帳票）の○数字は、〈工事種類別完成工事高の書き方）の○数字に対応しています。 
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＊ 法人税確定申告書を持参する場合は、別表１６⑴⑵等のうち該当する表（別表を有しない場合は、

これに準じた「当期減価償却実施額」を確認できる書類で登録経営状況分析機関に提出した書類）

の該当箇所に付箋を貼付する等して、審査時に速やかに該当部分を提示できるようにしておいてく

ださい。 

なお、減価償却実施額は、当該書類の当期償却額等の総合計額の千円未満を切り捨てた額と一致

します。 

ウ 決算期を変更した場合（６月決算から１２月決算に変更した場合など）の営業利益及び減価償却実施

額について 

決決算算期期をを変変更更ししたた場場合合のの営営業業利利益益・・減減価価償償却却実実施施額額はは「「経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書」」のの参参考考値値とと一一致致しし

なないい部部分分ががあありりまますす（（前前期期分分はは換換算算さされれてていいまませせんん。。））ので、Ｐ．２９〈決算期の変更を行ったときの

完成工事高の算出方法〉を参照して、数値を記入してください。その際に、計算式を余白に記入するか

任意の様式に記入して提出してください。 

エ 「「経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書」」にに参参考考値値がが記記載載さされれてていいなないい場場合合（（一一部部のの記記載載ががなないい場場合合もも含含みみまますす。。））

やや裏裏付付けけととししてて参参考考値値をを使使用用ししなないい場場合合はは、、財務諸表や法人税確定申告書は、審査対象事業年度分と

審査対象事業年度の前審査対象事業年度分の２期分が必要となります。 

㉖ 技術職員の数は、技術職員名簿の数と一致します。 

加点対象となる技術職員については、Ｐ．４５からの説明を必ずご確認ください。 

なお、技術職員は常勤でなければなりませんが、常勤等の裏付資料については、Ｐ．４９の〈技術職員

等の加点対象となる経営事項審査上の常勤性及び恒常的雇用関係の確認資料〉などで必ずご確認くださ

い。 

㉗ 「経営状況分析結果通知書」を参照して右詰めで記入してください。空カラムには「０」を記入してく

ださい。 

㉘ 経営規模等評価申請、総合評定値請求では記入しないでください。 

㉙ 会社の担当者の連絡先を記入してください。提出を代行する方は、連絡先欄下の余白に住所、氏名及び

連絡先を明記してください。 

 

〈新規に会社を設立し建設業許可を取得したが、最初の決算日が到来していないときの記入方法〉 

⑧ 「審査基準日」は会社が成立した日、開業した日を記入してください。 

 

〈新規に会社を設立し建設業許可を取得し、最初の決算日が審査基準日の場合の記入方法〉 

㉕ 「利益額」は、審査対象事業年度の営業利益＋減価償却実施額を２で割った数字を記入してください。

前審査対象事業年度の営業利益・減価償却実施額は「０」を記入してください。 

 

〈海外子会社の経営実績の評価〉 

建設業者の海外進出意欲の醸成を図る観点から、親会社及び海外子会社合算の㉔自己資本額、㉕利益額が

評価対象となりました。評価に当たっては、国土交通省に対して国土交通大臣の認定申請を行い、認定後に、

許可行政庁が審査することとなります。 
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